厚木市木造住宅耐震改修促進事業に関する協定書
　
　厚木市（以下「甲」という。）と厚木市木造住宅耐震診断改修技術者登録要綱（平成19年６月21日施行）に基づき登録する　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、乙が厚木市木造住宅耐震改修促進事業（以下「本事業」という。）に基づき業務を実施するに当たり、次のとおり協定する。
この協定は、本事業に基づく厚木市木造住宅一般耐震診断等補助金交付要綱（平成29年４月１日施行）、厚木市木造住宅耐震改修設計補助金交付要綱（平成19年６月21日施行）及び厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱（平成19年６月21日施行）に規定する業務を実施することについて、必要な事項を定めるものとする。
（業務範囲）
第１条　乙が実施する本事業の業務範囲は、次のとおりとする。
(1）厚木市木造住宅耐震診断改修技術者登録要綱第３条に規定する業務
(2）甲及び厚木市木造住宅一般耐震診断等補助金交付要綱第７条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「耐震診断補助金交付決定者」という。）からの調査範囲内における耐震診断の結果についての説明及び相談
　(3) 甲、耐震改修設計の補助金の交付を受けようとする者及び厚木市木造住宅耐震改修設計補助金交付要綱第７条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「耐震改修設計補助金交付決定者」という。）からの耐震改修設計等についての相談

(4）甲、耐震改修工事の補助金の交付を受けようとする者及び厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱第７条の規定による補助金の交付の決定を受けた者（以下「耐震改修工事補助金交付決定者」という。）からの耐震改修工事についての相談
(5）甲と耐震診断補助金交付決定者、耐震改修設計補助金交付決定者及び耐震改修工事補助金交付決定者との連絡調整
（耐震診断・耐震改修設計・耐震改修工事監理費用）
第２条　厚木市木造住宅耐震診断改修技術者は、耐震診断のため現地調査を実施した際、補助対象建築物でないことが判明した場合は、直ちに耐震診断を中止し、甲に報告しなければならない。この場合において、その費用について、乙は、甲及び耐震診断補助金交付決定者に請求をすることはできない。

２　厚木市木造住宅一般耐震診断等補助金交付要綱第２条第３号に規定する耐震診断に要する費用は、補助金交付申請時に示した額を超えてはならない。

３　厚木市木造住宅耐震改修設計補助金交付要綱第２条第６号に規定する耐震改修設計等に係る費用は、補助金交付申請時に示した額を超えてはならない。

４　厚木市木造住宅耐震改修工事補助金交付要綱第２条第６号に規定する耐震改修工事監理に係る費用は、補助金交付申請時に示した額を超えてはならない。
（業務の実施）
第３条　第２条の業務は、乙が行うものとし、他の者にこれを行わせてはならない。
（禁止事項）
第４条　乙は、本事業の実施に当たって得た個人情報について、第三者に明かしてはならない。また、当該情報をもって、乙自ら修繕等のあっせんを行ってはならない。
（協定書の有効期間）
第５条　この協定書の有効期間は、締結の日から令和８年３月31日までとする。
（その他）
第６条　この協定に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議して定めるものとする。
　この協定の締結を証するため、この協定書を２通作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１通を保有するものとする。
　令和　年　月　日
甲 　住所　厚木市中町３－１７－１７
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